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[研究報告要旨]

本研究の 目的は、東 日本大震災後に供給 された、いわゆるみな し仮設住宅の

供給プロセス とそこに住ま う避難者 の生活実態を明 らかに し、これ らの課題 を

整理す るとともに、支援のあ り方を考察することである。本研究では、原発災

害の影響 を うけ自主的に県外避難 を してきた避難者を多 く受け入れている山形

県を対象に、アンケー ト調査及び聞き取 り調査を実施 し、分析 考察を行つた。

本研究で得 られた知見は以下の通 りである。

第一に、みな し仮設住宅供給に関 して山形県では、独 自の補助事業を検討や

早い段階でのみな し仮設住宅の供給が行われた。 これは、震災前に不動産業界

団体 と協力協定を締結 していたこと、そ して早急に被災者受け入れや住宅確保

を示 した 「被災者受け入れ基本プ ログラム」を策定 したためである。 しか しな

が ら、供給が始まつた当初は膨大な手続 きな どによる混乱、長期化 に伴 う市場

の需給バ ランスの確保や供与期間以降の対応 などは今後の大きな課題 として残

されている。

第二に、避難者の生活実態については避難の長期化が様々な問題 を引き起 こ

していることが明 らかになつた。山形県に住む避難者は、 自主避難が大多数を

占め、母子避難が多 く、家族構成等の変化が著 しい とい う特徴を抱えているこ

とがわかった。子育て世帯が多 く、当初はとにか く避難先を確保す ることを最

優先に多少の狭 さや古 さは我慢 して入居 した ものの、避難が長期化す るにつれ、

子 どもの成長など家族構成の変化 も大きく、「仮住まい」として凌いできた住環

境の悪 さが、 日々の生活に影響 をきた しは じめている。 しか しなが ら災害救助

法ではみな し仮設住宅に入居 した時点で救助が完了 しているとみなされ るため、

一部の例外を除き、住み替え、修繕等の措置が図 られずにいる.

東 日本大震災はあま りに大規模で複雑であ り災害救助法のみの対応では限界

がみえは じめている。災害の特色や地域性を考慮す る避難の長期化を見据えた

段階的な支援の枠組みを構築す ることが求められている。
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